
＜機能性＞

2017年度 2018年度
差引

（2018-2017）

施設数 施設 126 119 △ 7
定員数 人 28.0 29.2 1.2
利用率 ％ 86.9 88.2 1.3
年間営業日数 日 251.9 254.2 2.3
営業時間数 平日 時間 7.7 7.8 0.1

土曜日 時間 6.5 6.5 0.1
日曜 ・ 祝日 時間 6.9 7.3 0.3

利用者1人1日当たりサービス活動収益 円 14,058 14,734 676
実費負担額 食費（1日当たり） 円 288 313 24

その他（1月当たり） 円 1,699 1,185 △ 514

＜従事者の状況＞

児童指導員及び保育士 人 10.3 10.8 0.5
機能訓練担当職員 人 0.7 0.7 0.0
言語聴覚士 人 0.4 0.4 0.0
その他 人 5.4 5.3 △ 0.1
　　計 人 16.8 17.2 0.5
児童指導員及び保育士 人 4.23 4.19 △ 0.04
機能訓練担当職員 人 0.27 0.26 △ 0.01
言語聴覚士 人 0.16 0.16 △ 0.00
その他 人 2.23 2.06 △ 0.17
　　計 人 6.90 6.67 △ 0.22

経常収益 サービス活動収益 ％ 98.7 98.7 △ 0.0
構成比 サービス活動外収益 ％ 1.3 1.3 0.0
サービス 障害児施設給付費収益 ％ 71.4 84.3 12.8
活動収益 利用者負担金及び特定費用収益 ％ 3.2 3.2 0.0
構成比 その他 ％ 25.4 12.5 △ 12.9
サービス 人件費 ％ 74.8 71.7 △ 3.1
活動収益 経費 ％ 15.7 15.1 △ 0.6
に対する 給食費 ％ 2.0 1.9 △ 0.1
サービス 水道光熱費 ％ 1.8 1.6 △ 0.1
活動費用 業務委託費 ％ 3.8 3.9 0.1
の割合 修繕費 ％ 0.6 0.6 0.0

地代家賃 ％ 0.6 0.4 △ 0.2
減価償却費 ％ 3.1 3.5 0.4
その他 ％ 0.1 0.1 0.0

計 ％ 93.8 90.4 △ 3.3
サービス活動収益対サービス活動増減差額比率 ％ 6.2 9.6 3.3
経常収益対経常増減差額比率 ％ 6.4 9.8 3.5
従事者1人当たりサービス活動収益 千円 5,114 5,573 459
労働生産性 千円 4,149 4,536 386
従事者1人当たり人件費 千円 3,826 3,995 169
労働分配率 ％ 92.2 88.1 △ 4.1
経常収益対支払利息率 ％ 0.2 0.2 △ 0.0
注1) 従業員数は、非常勤職員及び委託職員については、「常勤換算」を行っています。

注2) 減価償却費はサービス活動費用の「国庫補助金等特別積立金取崩額（マイナス値）」を加えた金額で算出しています。

注3) 数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

注4) 開設後1年未満の児童発達支援センターは含まれていません。
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≪経営分析参考指標≫ 2018年度決算分-児童発達支援（児童発達支援センター）の概要-



＜機能性＞

2017年度 2018年度
差引

（2018-2017）

施設数 施設 152 149 △ 3
定員数 人 11.5 10.7 △ 0.8
利用率 ％ 76.6 78.8 2.2
年間営業日数 日 256.5 260.4 3.9
営業時間数 平日 時間 7.6 7.8 0.2

土曜日 時間 7.2 7.4 0.3
日曜 ・ 祝日 時間 7.3 7.2 △ 0.1

利用者1人1日当たりサービス活動収益 円 12,288 13,322 1,034
実費負担額 食費（1日当たり） 円 127 126 △ 1

その他（1月当たり） 円 1,225 536 △ 689

＜従事者の状況＞

児童指導員及び保育士 人 4.2 3.7 △ 0.5
機能訓練担当職員 人 0.1 0.3 0.2
言語聴覚士 人 0.1 0.1 0.0
その他 人 2.0 2.0 △ 0.1

　　計 人 6.5 6.1 △ 0.4
児童指導員及び保育士 人 4.82 4.42 △ 0.41

機能訓練担当職員 人 0.15 0.36 0.21
言語聴覚士 人 0.09 0.12 0.03
その他 人 2.35 2.36 0.02
　　計 人 7.41 7.27 △ 0.15

経常収益 サービス活動収益 ％ 99.4 99.3 △ 0.1
構成比 サービス活動外収益 ％ 0.6 0.7 0.1
サービス 障害児施設給付費収益 ％ 70.9 88.3 17.4
活動収益 利用者負担金及び特定費用収益 ％ 4.3 4.2 △ 0.2
構成比 その他 ％ 24.8 7.5 △ 17.3
サービス 人件費 ％ 76.9 71.0 △ 5.9

活動収益 経費 ％ 14.4 14.0 △ 0.5
に対する 給食費 ％ 0.8 0.8 △ 0.0
サービス 水道光熱費 ％ 1.7 1.3 △ 0.4
活動費用 業務委託費 ％ 1.9 1.7 △ 0.1
の割合 修繕費 ％ 0.4 0.3 △ 0.1

地代家賃 ％ 2.8 3.0 0.1
減価償却費 ％ 2.3 2.8 0.5

その他 ％ 0.0 0.0 △ 0.0
計 ％ 93.7 87.9 △ 5.9

サービス活動収益対サービス活動増減差額比率 ％ 6.3 12.1 5.9
経常収益対経常増減差額比率 ％ 6.4 12.3 5.9

従事者1人当たりサービス活動収益 千円 4,289 4,816 528
労働生産性 千円 3,569 4,007 438
従事者1人当たり人件費 千円 3,299 3,421 122
労働分配率 ％ 92.4 85.4 △ 7.0
経常収益対支払利息率 ％ 0.2 0.3 0.1
注1) 従業員数は、非常勤職員及び委託職員については、「常勤換算」を行っています。

注2) 減価償却費はサービス活動費用の「国庫補助金等特別積立金取崩額（マイナス値）」を加えた金額で算出しています。

注3) 数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

注4) 開設後1年未満の児童発達支援センター以外は含まれていません。

区分

1施設当たり従事者数

利用者10人当たり

従事者数

＜収支の状況＞

収

支

の

状

況

収

益

費

用

≪経営分析参考指標≫ 2018年度決算分-児童発達支援（児童発達支援センター以外）の概要-



＜機能性＞

2017年度 2018年度
差引

（2018-2017）

施設数 施設 509 519 10
定員数 人 11.2 11.0 △ 0.2
利用率 ％ 81.2 83.2 2.0
年間営業日数 日 271.5 272.0 0.5

通常 平日 時間 6.5 6.7 0.1
土曜日 時間 7.9 7.9 △ 0.0
日曜 ・ 祝日 時間 8.0 8.2 0.1

長期休暇時 平日 時間 8.0 8.0 △ 0.0
土曜日 時間 7.9 7.9 △ 0.1
日曜 ・ 祝日 時間 8.1 8.2 0.1

利用者1人1日当たりサービス活動収益 円 10,335 10,072 △ 263
授業 食費（1日当たり） 円 126 106 △ 20
終了後 その他（1月当たり） 円 468 453 △ 14
休業日 食費（1日当たり） 円 164 169 6

その他（1月当たり） 円 297 292 △ 4
授業 食費（1日当たり） 円 122 111 △ 11
終了後 その他（1月当たり） 円 447 360 △ 87
休業日 食費（1日当たり） 円 176 186 10

その他（1月当たり） 円 460 574 114

＜従事者の状況＞

指導員及び保育士 人 4.0 3.9 △ 0.1
その他 人 2.1 2.1 △ 0.1
　　計 人 6.1 6.0 △ 0.1
指導員及び保育士 人 4.41 4.29 △ 0.12
その他 人 2.34 2.24 △ 0.10
　　計 人 6.75 6.54 △ 0.21

経常収益 サービス活動収益 ％ 99.5 99.5 0.0
構成比 サービス活動外収益 ％ 0.5 0.5 △ 0.0
サービス 障害児施設給付費収益 ％ 83.7 94.1 10.4
活動収益 利用者負担金及び特定費用収益 ％ 3.9 4.0 0.1
構成比 その他 ％ 12.4 1.9 △ 10.5
サービス 人件費 ％ 70.7 77.6 6.9
活動収益 経費 ％ 15.3 16.0 0.8
に対する 給食費 ％ 0.9 0.9 0.0
サービス 水道光熱費 ％ 1.7 1.7 △ 0.0
活動費用 業務委託費 ％ 1.2 1.4 0.1
の割合 修繕費 ％ 0.4 0.4 0.0

地代家賃 ％ 2.3 2.3 △ 0.0
減価償却費 ％ 3.4 3.5 0.2
その他 ％ 0.3 0.4 0.1

計 ％ 89.6 97.6 8.0
サービス活動収益対サービス活動増減差額比率 ％ 10.4 2.4 △ 8.0
経常収益対経常増減差額比率 ％ 10.4 2.4 △ 8.0
従事者1人当たりサービス活動収益 千円 4,186 4,216 30
労働生産性 千円 3,405 3,390 △ 15
従事者1人当たり人件費 千円 2,958 3,271 314
労働分配率 ％ 86.9 96.5 9.6
経常収益対支払利息率 ％ 0.2 0.2 0.0
注1) 従業員数は、非常勤職員及び委託職員については、「常勤換算」を行っています。

注2) 減価償却費はサービス活動費用の「国庫補助金等特別積立金取崩額（マイナス値）」を加えた金額で算出しています。

注3) 数値は四捨五入しているため、内訳の合計が合わない場合があります。

注4) 開設後1年未満の放課後等デイサービスは含まれていません。
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≪経営分析参考指標≫ 2018年度決算分-放課後等デイサービスの概要-



1 利用率
年間延べ利用者数

÷年間延べ定員数

事業の定員数に対して、どの程度のサービス利用が行

われたかを示す指標です。

本指標の値が高いほど施設が有効に活用されている

こととなり、収益増加に寄与することになります。

2
利用者1人1日当たり

サービス活動収益

サービス活動収益

÷年間延べ利用者数

サービス活動収益を年間延べ利用者数で割り戻した

収益であり、事業全体の収益性を判断する指標で

す。

本指標の値が大きいほど収益増加に寄与することにな

ります。

3
利用者10人当たり

従事者数

年間従事者数

÷年間延べ利用者数

×10

利用者10人に対して配置される職員数からその多寡

を判断する指標です。

本指標の値が小さいほど費用削減に寄与することにな

ります。

ただし、良質なサービスを提供する上では適切な値に

留めることも重要です。

4 人件費率
人件費

÷サービス活動収益

サービス活動収益に対する人件費の占める割合を示

す指標です。

本指標の値が低いほど収益に対する費用の負担は軽

くなります。

ただし、良質なサービスを提供する上では適切な値に

留めることも重要です。

5 経費率
経費※1

÷サービス活動収益

サービス活動収益に対する経費の占める割合を示す

指標です。

本指標の値が低いほど収益に対する費用の負担は軽

くなります。

ただし、良質なサービスを提供する上では適切な値に

留めることも重要です。

6 減価償却費率

(減価償却費＋国庫補助金等

特別積立金取崩額[マイナス値])

÷サービス活動収益

サービス活動収益に対する減価償却費の占める割合

を示す指標です。

本指標の値が低いほど収益に対する費用の負担は軽

くなります。

ただし、良質なサービスを提供する上では適切な値に

留めることも重要です。

7
従事者1人当たり

人件費

人件費

÷年間平均従事者数

従事者1人にかかる平均人件費から給与水準を示す

指標です。

本指標の値が小さいほど費用削減に寄与することにな

ります。

ただし、良質なサービスを提供する上では適切な値に

留めることも重要です。

8
経常収益対

支払利息率

支払利息

÷経常収益

経常収益に対する支払利息の占める割合を示す指

標です。

本指標の値が低いほど収益に対する費用の負担は軽

くなります。
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経営指標一覧（障害福祉サービス《児童系サービス》）

経営指標 算式 説明

9
従事者1人当たり

サービス活動収益

サービス活動収益

÷年間平均従事者数

従事者1人当たりどの程度のサービス活動収益を得て

いるかによって効率を判断する指標です。

本指標の値が大きいほど職員の収益獲得力が高いこ

とから収益増加あるいは費用削減に寄与することにな

ります。

10 労働生産性
付加価値額※2

÷年間平均従事者数

従事者１人がどれだけの付加価値を生み出したかを

示す指標です。

本指標の値が高いほど、各々の従事者が効率よく価

値を生み出し、円滑な運営管理が行われているといえ

ます。

11 労働分配率
人件費

÷付加価値額※2

付加価値が人件費にどれだけ分配されているかを判

断する指標です。

本指標の値が低いほど増減差額の割合は高まりま

す。

ただし、良質なサービスを提供する上では適切な値に

留めることも重要です。

12

サービス活動収益対

サービス活動増減差額

比率

サービス活動増減差額

÷サービス活動収益

本業であるサービス活動収益そのものから得られた増

減差額を示す指標です。

本指標の値が高いほど収益性が高い事業といえます。

13
経常収益対

経常増減差額比率

経常増減差額

÷経常収益

本業であるサービス活動収益に受取利息等を加え

た、施設に通常発生している収益から得られた増減

差額を示す指標です。

本指標の値が高いほど収益性が高い事業といえます。

※1「経費」は次の式で算定しています。

経費＝事業費＋事務費

※2「付加価値額」は次の式で算定しています。

付加価値額＝サービス活動収益－（事業費＋事務費＋減価償却費＋国庫補助金等特別積立金取崩額［マイ

　　　　　　　　　ナス値］＋徴収不能額）
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